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○ 伐採や植替えに関する具
体的な目標を設定し、政策
目標の達成に向けた計画的
な進捗管理が必要ではない
か。

○ 花粉症対策苗木の生産量
に地域差があり、全体生産
量が不足している中で、地
域を越えた有効活用等が必
要ではないか。

■ 国民の花粉症有病率は増加傾向にあり、令和元年には４割超にのぼるとされる（注）など、花粉症は多くの
国民を悩ませ続けている社会問題となっている。（注）日本耳鼻咽喉科免疫アレルギー感染症学会による調査データ

■ 国は、令和５年に関係閣僚会議を設置し、喫緊の対策等を盛り込んだ「花粉症対策の全体像」（同年５
月）や「花粉症対策 初期集中対応パッケージ」（同年10月）を策定し、政府一体となって花粉症対策の取組
を進めているが、スギ人工林の伐採・植替えや飛散防止剤の開発など、政策目標の達成に向けて必ずしも順
調に進捗しているとは言えないものもみられる。

■ 花粉の発生源や飛散に関する対策を中心に、民間データ等の活用により、期待される効果を把握・分析し、
より効果的に取組を推進するための方策を検討することを目的に政策評価を実施

○ 令和15年度までにスギ人
工林を約２割減少させる目
標が掲げられているが、現
場では取組が必ずしも順調
に進捗していない。

○ 花粉症対策苗木の生産に
地域差がみられ、需給のミ
スマッチが発生。対策苗木
の供給不足等により一般苗
木を植栽している例あり。

発生源対策・飛散対策の期待
される効果を把握・分析し、関
係行政の改善に資する方策を検
討
・ 初期集中対応パッケージの
進捗状況の全体評価

・ 民間データ等を活用した期
待される効果の検証

・ 地方公共団体や森林組合な
ど現場の課題の抽出

現 状 調査の方向性想定される課題

調査テーマ案：花粉症対策に関する政策評価

調査の背景
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参考資料①：花粉症対策 初期集中対応パッケージ
（令和５年10月11日 花粉症に関する関係閣僚会議決定）
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〇 検証の概要

検証事項 原因（説明変数） 結果（被説明変数） 分析手法
１発生源→飛散量 年別、県別人工林面積

（林野庁）
年別、県別花粉飛散量
（環境省・花粉観測システム）

・県ごとの相関分析

２着花量→飛散量 年別、県別雄花着花量
（環境省・花芽調査）

年別、県別花粉飛散量
（環境省・花粉観測システム）

・県ごとの相関分析

３a 飛散量→症状
（㈱ウェザーニューズ）

日別、全国花粉飛散量
（花粉観測機・ポールンロボ）

日別、全国症状報告割合
（㈱ウェザーニューズ）

・散布図確認
・相関分析
・線形回帰

３b 飛散量→症状
（Googleトレンド（オープン
データ））

年別、県別花粉飛散量
（環境省・花粉観測システム）

年別、県別「花粉症」最大
検索数
（Googleトレンド（オープンデータ））

・県ごとの散布図確認
・県ごとの相関分析
・県ごとの線形回帰

〇 検証の全体像（想定している分析イメージ）

民間データを含めた関連データを用いた定量的な分析を通じ、花粉症対策に関して期待される効果の
検証を実施し、花粉症有病者の症状を軽減するために重点を置くべき現実的な対策について検証を
試みる。

参考資料②：花粉症対策に関して期待される効果の検証


